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ネイチャーフットプリントのケーススタディ分析結果

【BRIDGE施策１（テーマ２）】金融/投資機関による自然関連情報開示促進と国際標準化を前提としたネイチャーフットプリント
の開発と実証事業

【研究開発プロジェクト名】ネイチャーフットプリントを用いた金融/投資機関における活用のための実証事業

【研究開発期間】令和６年度～7年度
【研究開発代表機関名/研究開発責任者】株式会社価値総合研究所 山﨑 清

【背景・課題】
自然資本等の非財務情報への注目が増す中、自然資本を取り扱う上で
の共通指標（その一つがNFである）の必要性の認識が高まっている。

【実施内容・成果】
テーマ1と連携して事業者WGを開催し、20社の事業者等を中心として

NF分析のケーススタディ分析を積み上げた。

【今後の展望】
環境省とも連携しながら金融機関および投資家などに対して、ガイダン
ス(試案)の積極的な情報発信を行い、継続した議論の展開が必要がある。

【概要】テーマ１と連携した製造業等を中心としたネイチャーフットプリント（以降NF）のケーススタディ分析を実施。さらに金融機関における自
然資本に関連した投融資等の取組を参考として、「金融、投資機関におけるネイチャーフットプリント活用ガイダンス（試案）」 を作成した。

【研究成果概要】
ケーススタディ分析結果、自然資本に関連した投融資等の取組も参考に、
「ネイチャーフットプリント活用ガイダンス（試案）」として整理した。

事業者名 分析の概要 分析の結果、得られた示唆など

農林中央
金庫

PCAFに基づく投融資先の
GHG排出量を算定し、国
際産業連関表と接続するこ
とで投融資ポートフォリオの
ネイチャーフットプリントを評
価

• 企業所在国別EINES（絶滅リスク）から、日本企業への投融資を通じた生物多様性
影響が大きい（国内ポートフォリオが改善ポテンシャルを有している）ことがわかった

• セクター別のEINES分析については、投融資額と相対的に比較し電力セクターの影響
が大きく、サービスセクターが小さい、ことがわかった

• また、電力セクターはエネルギー生産プロセス（Scope1）、その他のセクターでは
Scope3が大きく、サプライチェーンを通じた影響が大きいことも分かった

資生堂 バリューチェーン上流、下流
を含むグループの事業活動
を対象としたネイチャーフッ
トプリントの評価

• 自社製品の原料となる主要な農作物の生産国や地域のマッピングを実施し、農業生産
に伴う土地転換面積や土地占有面積、水資源消費量を算定した。

• 生物多様性影響のホットスポットが原料調達段階にあることが分かった。
• また、その影響の多くが原料製造に使用される穀物等の素材作物の栽培に伴う土地
開発に起因していることがわかった。

JX金属 電気銅の製錬プロセスとリ
サイクルプロセスのネイ
チャーフットプリントの評価

• 銅1kgあたりの自然環境への被害影響を、製錬プロセスとリサイクルプロセス別にネイチャー
フットプリントで分析した結果、リサイクルプロセスが人間健康、社会資産、生物多様性、
一次生産の全てにおいて優位なことがわかった。

• また、ネイチャーフットプリントで土地利用変化、気候変動についても生物多様性への影響
評価を実施し、銅の生産において気候変動の影響より銅鉱山の土地利用変化による
影響が大きいことががわかった。

【事業者によるNF分析事例（抜粋）】

【金融、投資機関におけるネイチャーフットプリント活用ガイダンス（試案）の検討体制】

【ネイチャーフットプリント活用ガイダンス（（試案）の記載内容（一部抜粋）】
（ TNFD開示の4つの柱の内容を読み解き、利活用する重要な視点）

４つの柱 4つの柱の内容を読み解き、利活用する重要な視点（一部抜粋）

ガバナンス • インベントリデータ（ロケーションデータを含む）の円滑な集約体制構築を確認すること（自然資本への依存度や自然資本に関する
事業機会等について、事前に部署間でコンセンサスがとれていること、経営上の意思判断（トップコミットメント）が必要）

• 地域とのエンゲージメントや地域コミュニティとの連携を確認すること（ネイチャーポジティブの達成には一企業のみの取組みでは難し
いため、地域のコミュニティ、プレイヤーとの連携、エンゲージメントが重要）

戦略とビジ
ネスモデル

• 広範囲で地域性（ロケーション）を捉える広い視野を持っていることを確認すること（ネイチャーポジティブに関する活動が生み出す
アウトカムは非常に広範囲に及ぶ可能性）

• 明確な基準の下で事業活動のリスクを特定していることを確認すること

リスク管理 • 開示情報の充実度に応じて、信用リスク管理への活用方法を幅広に検討すること（TCFD開示提言への対応が速い企業ほど、
自然関連情報開示の取組も先行している可能性）

• バリューチェーン上における上流、中流、下流等のリスクを把握すること

測定指標
とターゲッ
トKPI）

• コスト、データ精度、モニタリング可能性なども考慮して測定指標の活用を検討すること（継続的なモニタリングが可能か否か）
• 自然資本に関するファイナンスでは、今後検討を深めるべき事項があることに留意すること（マテリアリティ、地域性・ロケーションファ
クター、活動内容と結果の関係、ステークホルダーとの合意形成における検討、など）
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